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Ⅰ　はじめに
過去２０年間，アメリカ合衆国やいくつかのヨーロッパ諸国は，発展途上国
に対して知的財産権をより厳格に保護するように求めてきた。そしてその主
張は１９９５年の「知的所有権の貿易関連の側面に関する協定（	

	
，通称協定）」の締結という形で結実
－３０１－
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した。協定に関しては先進国と発展途上国の間に知的財産権保護をめ
ぐる深刻な対立が続いている。一般的にはアメリカを始めとする欧米各国は
途上国に対してより厳格な知的財産保護を求める一方で，途上国は知的財産
保護制度の弾力的な運用を主張することが多かった。その背景としては多く
の特許が欧米諸国に属しており，特許を生み出す研究開発能力に関してみて
も有能な研究者や技術者は先進国に集中していることがある。一般的に豊富
な研究開発資源を持つ先進国はソフトウェアや製薬といった研究開発集約的
な財に比較優位を持っている。したがってより厳格な知的財産保護の運用が
途上国において行われるならば，特許を持つ先進国の企業は途上国との貿易
を通じてより多くの利益を得ることができるだろう。一方で途上国は十分な
研究開発資源を持たないために，途上国内の知的財産保護の厳格化は財や
サービスの価格の上昇をもたらし，途上国内の消費者は損失を被ることになる１。
しかし知的財産保護が途上国に影響を及ぼす波及経路は貿易だけではない。
先進国から途上国への技術やノウハウの移動もまた途上国の知的財産制度に
大きく影響を受けると考えられる。特に世界全体の研究開発のほとんどを先
進国が独占している事実を踏まえれば，先進国内で生み出される研究開発成
果をいかに途上国に移転させていくかということが途上国の発展にとって重
要であることは明らかである２。
発展途上国による知的財産保護制度が，先進国企業による研究開発や先進
国から途上国への技術移転に対してどのような影響を与えるかという問題は
すでに内生的成長のフレームワークで議論されている。	
（１９９１）や（１９９３）は先進国内で開発された技術が途上国企業
によって違法に模倣されるような状況のもとで，途上国政府による知的財産
保護の強化がイノベーションや技術移転に対して及ぼす影響を分析した。
	
（１９９１）は，途上国政府による知的財産保護の強化（それ
１　先進国と途上国の間の知的財産保護政策をめぐる対立をゲーム理論を用いて分析し
た研究としては	
（２００４）が挙げられる。
２　（２００４）によると１９９５年における世界全体の＆支出のうち，７と呼ばれる
国々が８４％を占めている。
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は模倣費用の上昇に対応している）は先進国のイノベーション率の低下をも
たらすことを示した。また（１９９３）は，途上国の模倣の減少が短期的
に先進国の研究開発を活発化させる一方で，長期的には研究開発を減退させ
る効果を持つことを，海外直接投資（	
，以下では
と書くことにする）を伴わないプロダクト・サイクル・モデルを用いて示した３。
他方，やライセンス契約もまた途上国への技術移転を促進する重要な
経路であると考えられる４。特に（１９９８）や，（２００５）は先進国
の技術が途上国企業による違法な模倣ではなく，先進国企業によるに
よって移転されるようなケースを分析した。両者の分析では，共に途上国に
おける知的財産保護の強化がを通じた技術移転を促進するだけでなく長
期的なイノベーションをも活発化させることを明らかにした。この結果は技
術移転の経路として模倣のみを考えた	
（１９９１）や
（１９９３）とは著しく異なっている。
一方で（１９９８）や		
（２００５）の分析には１つの見過ごすこと
のできない問題がある。それはを技術移転の重要な経路として分析して
おきながら，直接投資を行う際にかかる費用を考慮していないという点であ
る。実際にを行い，途上国にて現地生産を行うようなタイプの技術移転
を考える際にはその費用は無視できない。（１９７７）はアメリカの多国籍企
業のケースを分析し，国境を越えた技術移転には様々なタイプの費用が発生
することを明らかにしている。例えば他国に工場を立地し生産を行う際には，
予期できない問題が生じる，もしくは自社の技術を他国の生産向けに変更し
３　なぜ上記のような帰結が得られるのかというロジックはそれほど難しくない。途上
国における模倣率が低下すると，より多くの種類の製品が先進国内で生産されたまま
になる。このことは先進国内で生産を行う企業の１社当たりの利潤を減少させる。し
たがって模倣率の低下はより長期にわたって先進国企業に利潤をもたらす一方で，企
業の研究開発のインセンティブを低下させ，イノベーション率を低下させることにつ
ながる。
４　	
（２００１）は品質階梯タイプの内生的成長モデルを用いて，技術が先進
国企業と途上国企業によるライセンス契約によって移転される際の途上国による知的
財産保護の効果を分析している。
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なければならないという局面が発生する。このような問題に対処するために
研究者や技術者を技術移転のプロセスで投入することは不可欠である。また
操業を開始する前に自社の技術の仕様を開示し，現地の労働者をトレーニン
グしておくプロセスも必要である。結果として（１９７７）は企業内技術移転
がプロジェクトの総費用のうちおよそ２０％を占めることを明らかにした５。
そこで本論文ではを行う際に発生する技術移転のコストを考慮した上
で，途上国における知的財産保護の強化がやイノベーションに与える効
果を分析する６。具体的にはを行い，技術移転を成功させるためには現地
の技術者や労働者を雇用し，生産を立ち上げるためのトレーニングを行う必
要があるものと仮定する。このようにを行うために途上国の労働を雇用
する必要がある場合においても，途上国の知的財産保護強化がを促進し，
イノベーションを活発化させるかということこそが本論文の主要な課題である。
結論としてモデルの定常状態において途上国における知的財産保護政策の
強化は先進国における研究開発を促進し，を活発化させることが明らか
となった。また知的財産保護の強化は２国間の賃金格差を縮小させることも
確認された７。このことはたとえに伴う費用が無視できない大きさであっ
たとしても，技術移転に移転先の労働が重要な役割を果たすならば，途上国
による知的財産保護の強化はイノベーションの活発化を通じて途上国自身に
も大きな利益をもたらし得るということを示している。言い換えれば途上国
の知的財産保護に関する問題は必ずしも先進国と途上国の間で対立すべき問
題ではないということである８。
５　（１９７７）は技術移転費用を概念的に４つに分類している。本文中において紹介し
た例は３番目と４番目のカテゴリーに対応している。詳細については（１９７７）を参
照せよ。
６　		
（２００２）はに費用がかかるような状況において知的財産保護政策と
イノベーションの関係を分析した数少ない研究である。しかし彼らは本研究とは異な
り，品質階梯タイプの内生的成長モデルを用いて分析を行っている。その意味で本研
究は		
（２００２）を補完するものと言ってよい。
７　この結果は	（１９９４）や		
（２００５）などによる実証分析の結果と整
合的である。
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最後に本論文の構成について触れておこう。第２節ではの費用を導入
した２国からなる動学的プロダクト・サイクル・モデルを構築する。第３節
では定常状態均衡を導出する。第４節では途上国の知的財産保護が定常状態
均衡に与える効果を分析する。第５節では結論と今後の研究の方向性につい
て述べる。
Ⅱ　モデル
本節においては，先進国と途上国の２国からなるプロダクト・サイクル・
モデルを構築する。本論文で分析されるモデルは（１９９３），（１９９８）
および		
（２００５）などによって分析されたモデルを類似している。
しかし我々のモデルはを成功させるためには，途上国自身の資源を用い
て生産拠点の移転を行わなければならないという仮定のもとで分析を行って
いる。このようなの定式化は本論文の重要な特徴となっている。
１．家計の行動
同質的な消費者が「先進国」と「途上国」と呼ばれる２国に存在している。そ
れぞれの国の消費者は，唯一の本源的生産要素である労働を非弾力的に労働
市場に供給している。本論文では，ある変数が先進国（途上国）のものである
場合，（）の添え字をつけて表すものとする。このとき，先進国のそれぞれ
の国の家計は（）の労働を供給する。また両国の消費者の選好は同じ
であり，以下の通時的な効用を最大にするように，支出を計画しようとする。

８　本研究に先立ち，（２００８）ではを行うために，途上国ではなく先進国の労
働が必要である場合について分析を行っている。すなわち（２００８）ではを行
い，技術移転を成功させるためには，先進国企業が自国内の労働を用いて技術もしく
は生産プロセスを途上国向けに適応（）させなければならないという側面が
強調されている。この意味でも本研究は（２００８）における研究を補完している。
金沢大学経済論集　第２９巻第２号　　２００９.３
－３０６－

ここでρは時間選好率であり，（）は時点における国の消費者が様々な差
別化された財を消費した場合に得られる効用の指標を表すものとする。この
経済においては多くの種類の差別化された消費財が存在し２国間で貿易され
ている。（）は以下のように表される。

ただし（）は国の消費者による第財の消費量を表し，（）は差別化され
た財の数（測度）を表すものとする。また０＜α＜１である。消費者行動につ
いての以上のような定式化のもとで，よく知られているように消費者の最適
化問題は２つのステージに分けることができる。第一に消費者は自らの生涯
予算制約のもとで式で与えられた効用を最大にするように，支出の最適経
路を選択する。第二に，消費者は決められた支出を差別化された消費財の間
でどのように配分するかを選択する。ここで消費者の生涯予算制約は以下の
ように与えられる。

ここで（）は国の消費者による支出を，（）は名目利子率を，（）は賃金を
表すものとする９。また（０）は初期時点において国の家計が保有している資
産額をあらわすものとする。（）を所与とすると，国の消費者による各時点
での第財の消費量が以下のように与えられる。

ただしε１（１－α）は任意の２財間の代替の弾力性を表す。これより先進
国と途上国の需要を合わせた第財の世界需要が以下のように得られる。
９　本論文では簡単化のため２国間で自由に資金が移動可能であることを仮定している。
この結果両国で利子率が一致することになる。
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
（）は世界全体の支出水準を表しており，（）（）＋（）である。ここで
（）を（）についての適切な価格指数とすると，各時点における効用のフ
ローを（）（）－（）のように書き表すことができる１０。このこ
とから最適な支出経路は以下のように与えられることになる。

ここで
・
（）は国の支出についての時間に関する微分を表すものとする。し
たがって
・
（）（）は国の家計による支出の変化率に対応している。
２．消費財生産部門
次の差別化された消費財を生産する企業について定式化する。個々の差別
化された財は先進国における研究開発によって発明される。発明された消費
財は発明直後には先進国企業によって先進国内で生産され，２国の市場に供
給される。同時に先進国内の企業は安い生産費用を求めて，財の生産を途上
国に移転し，自らは多国籍企業（）になろうとする。しかし多国籍
企業になり，途上国に生産を移転するために，途上国の労働者を雇用し，先
進国によって生み出された生産のノウハウを習得させるための訓練を行わな
ければならない。本論文では，先進国および途上国のいずれにおいても，消
費財を生産するためには労働のみが用いられるものとし，途上国の賃金は，
先進国の賃金よりも低いものとして分析を進める。したがって先進国の企業
には現地労働者の雇用し費用をかけて直接投資を行うインセンティブが存在
することになる。一方で，途上国への生産拠点の移転に成功することは，途
１０　よく知られているように（）は以下のように表される。
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上国の現地企業による模倣のリスクにも直面することになる。
プロダクト・サイクルの中で，発明によって生みだされた消費財のアイデ
アは両国の特許保護制度によって保護されるものと仮定される。単純化のた
めに先進国における特許保護は完全であり，保護期間は無限であるものと仮
定する。さらに先進国の生産者はに成功するまで途上国企業による模倣
リスクに直面することはないものとする。これらの仮定のものでは先進国の
企業は自らの生産する消費財に対して独占価格を設定することができる。
我々は単純化のために両国において１単位の消費財を生産するために１単
位の労働が必要であるものとする。このとき先進国における限界費用は賃金
率である（）で，途上国の限界費用は（）で与えられることになる。ここで
我々は途上国の賃金をニュメレールとして選んでおくことにしよう。すなわ
ち任意の時点において（）１であるものとする。このとき先進国の賃金水
準がそのまま相対賃金を表す。すなわち（）（）（）（）となる。
また我々は先進国の賃金が途上国のそれよりも厳密に高いものと仮定して
分析を進めることにする。すなわち（）＞１として議論を進める。この仮定
により先進国の企業は模倣のリスクに直面する一方で途上国の安い生産費用
を求めてを行うことになる。後に第４節ではここで設けた仮定の通り，
定常状態では先進国の賃金率が途上国のそれを上回っていることが確認される。
発明に成功した先進国の企業は式で与えられる需要関数を所与として自
らの利潤を最大化しようとする。このとき先進国で生産を行う企業が設定す
る価格は以下のように与えられる。

ただしβ（１－α）αと定義しており，βは独占価格のマークアップを表す
ものとする。
次に途上国における特許保護政策について定式化しよう。第一に先進国の
特許保護政策は先進国のそれとは異なり，保護は不完全であるものと仮定さ
れる。つまりを行い生産拠点の移転に成功した先進国の企業は，途上国
の現地企業における模倣のリスクに直面する。さらに模倣を行おうとする現
地企業は潜在的に多数存在し，それら現地企業は特許により保護された消費
海外直接投資，知的財産保護およびイノベーション　　（池下）
－３０９－
財のアイデアを，費用をかけることなく知ることができるものとする。一方
で実際に模倣された消費財を生産するためには保護政策を実行する政府もし
くは当局などの監視や摘発を免れる必要がある。したがって現地企業は違法
な模倣を実行し，生産を行うためには，技術的な限界費用だけではなく，途
上国の保護政策に依拠するような司法コストを支払う必要がある。我々は途
上国の現地企業が，特許によって保護された製品を違法に生産するためには，
技術的な限界費用だけではなく，βの司法コストを支払わなければならない
ものと仮定する。ここで∈［０，１］は途上国における知的財産保護のエンフォー
スメントの程度を表しているものとする。明らかにの値が１に近いというこ
とは，途上国の政府は知的財産保護に力を入れていることを意味している１１。
上記のような設定のもとで，に成功した多国籍企業は，現地企業とベ
ルトラン競争を行い，違法な模倣を行おうとする現地企業が正の利潤を得る
ことができない水準に価格を設定することになる。現地企業が違法な模倣を
行い，多国籍企業の製品を生産する際の限界費用は（１＋β）であることから，
多国籍企業は以下のように製品価格を設定する。

式より，先進国で生産を行う企業の利潤フローは以下のように与えられる。

同様にして多国籍企業になり途上国で生産を行う企業の利潤フローは以下の
ように与えられる。
１１　	

（２００２）は上記の知的財産制度に関わる司法コストを「特許の幅
（	
）」と解釈している。特許の幅とはその特許が既存の発明をどれだけカ
バーしているかを表している。制度上，ある製品の特許の幅が広く取られれば，その
製品に類似した模造品は市場から姿を消し，その製品の市場における独占度は高まる
ことになる。このような理由で上記の司法コストとしての定式化と特許の幅としての
定式化は一致することになる。特許の幅について経済分析を行ったものとしては
	
	（１９９０）や（１９９０）が挙げられる。
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
ただし（）はある先進国内で操業する企業の生産量を表し，（）は多国籍企
業となり途上国で生産を操業する企業の生産量を表すものとする。
３．研究開発および海外直接投資
次に先進国企業による研究開発とについて定式化しよう。まず（）を
先進国内で生産が行われる差別化された消費財の数であるとしよう。また（）
をによりすでに途上国に生産拠点が移転された消費財の数であるとしよ
う。したがって（）（）＋（）が成り立つ。
差別化された消費財の数は先進国内で行われる研究開発によって増加する。
すなわち先進国の企業が研究開発を行うことによってイノベーションが生じ，
新たな消費財に関するアイデアが生み出される。ここで研究開発には先進国
の労働のみが用いられ，途上国では研究開発は行われないものと仮定する。
先進国において（）単位だけの労働が研究開発に用いられるならば，消費財
の種類の増加は以下のように与えられる。

ここでは研究開発の費用を表すパラメータである。また（）は先進国にお
ける知識資本ストックを表すものとする。すなわち，先進国においてその知
識資本の水準が増加するほどに研究開発を行う費用は低下する。
一方で，研究開発に成功し，先進国で消費財生産を行うようになった企業
は，模倣のリスクはあるものの安い賃金を求めてを行い，途上国に生産
を移転しようとする。しかし生産を途上国に移転することは容易ではなく，
様々な費用がかかる。特に先進国で発明されたアイデアはそのまま途上国で
用いることができず，マネージャーや現地労働者の雇用し，教育訓練を施す
必要がある。本論文ではを実行する際の現地労働者のトレーニングに着
目し分析を行う１２。特にこのトレーニングを伴うのプロセスを先進国の研
究開発と同じように定式化する。ここでμ（）を先進国企業がトレーニングを
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－３１１－
行い，現地企業を立ち上げることに成功する確率であるものとする。μ（）は
以下のプロセスによって生み出される。

ここで（）はトレーニングを実施し，現地法人を立ち上げるために雇用され
る途上国の労働量を表す。はを行い，現地法人を立ち上げる際の費用を
反映するパラメータである。また（）は途上国における知識資本ストックを
あらわすものとする。をに成功し途上国へ生産を移転する時点とする。
は確率変数であり，＜τであるような確率は以下のような指数分布によっ
て表されるものとする。

次に研究開発やの経済的価値について定式化しよう。（）は研究開発
に成功し，先進国内で生産を行っている企業の価値を表すものとする１３。一方
で（）を多国籍企業の価値とする。先進国内で生産を行う企業はμ（）の集約
度を発生させるために，自らの利潤の中から資金を捻出し，μ（）（）だ
けを支出するものとする。一方でに成功すれば，（）－（）だけの価値
の増加が見込める。ここでμ（）は技術移転の成功確率と解釈できることから，
先進国で操業する企業の価値について以下の条件が成り立つ必要がある。
１２　本研究では単純化のため現地企業の行動をモデルの中で記述していない。つまり現
地企業をモデルの中に設定し，その行動を分析に取り入れるという分析手法を採用し
ていない。しかし実際には海外直接投資を取り扱う際にはすでに現地に存在する企業
の行動を記述し，現地企業と多国籍企業間の契約・提携といった側面を取り入れるこ
とがより現実的であろう。（２００６）は不完備契約のフレームワークを用いて，先
進国企業と現地法人がどのような提携関係を取り結ぶかという問題を分析している。
１３　伸式より，時点における確率変数μの密度関数が以下のように与えられる。
（）を時点において現地法人の立ち上げに成功したときの先進国の企業価値とす
ると（）は として与えられることになる。
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
一方で，研究開発には参入・退出が自由であることから，研究開発に成功
することから発生する経済的価値が，研究開発を行う費用と一致しなければ
ならない。このことから以下の条件が得られる。

同様にして，現地法人の立ち上げのために投入される途上国の労働量が正で
かつ有限であるためには，多国籍企業になることによる企業価値の増加分が
その費用と等しくならなければならない。したがって以下の関係が成り立つ。

式および式より，多国籍企業の価値が以下のように求められる。

これより多国籍企業の価値は先進国にとどまっていた場合の企業価値より厳
密に大きいことになる。そうでなければ先進国企業は費用をかけてを行
おうとはしないからである。また式を式に代入することによって以下の
ように簡単化される。

また途上国で生産を行う多国籍企業の価値に関しても同様の式が得られる。

最後に両国における知識資本ストックについて定式化しておこう。まず先
進国の知識資本ストックについては過去に開発された消費財の数で計測され
海外直接投資，知的財産保護およびイノベーション　　（池下）
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るものとする。すなわち（）（）と定式化しよう。このことは研究開発が
知識資本ストックの増加を通じて研究開発の生産性を低下させるという外部
性を持つことを意味している。また途上国の知識資本ストックについては先
進国の知識資本ストックの一部が漏出するものと仮定する。漏出の程度を
δで表すと，途上国の知識資本ストックは（）δ（）と表される。ただし
０＜δ＜１であるものとする。これらの定式化により式および式は以下
のように書き換えられる。


４．資源制約
最後に両国における資源制約について述べておこう。先進国においては，

・
（）（）単位の労働が研究開発部門によって雇用されることになる。また
先進国における財の生産には（）（）単位だけの労働が用いられる。この２
つを足し合わせたものが先進国の労働需要であり，労働市場均衡では労働需
要を労働供給が一致しなければならないので先進国における資源制約は以
下のように与えられることになる。

次に途上国の労働市場について述べておこう。先進国で生産を行っている
企業のそれぞれが途上国の労働を雇用し，労働者のトレーニングや現地生産
の立ち上げを行っている。それぞれの先進国企業によって雇用されている労
働者の数はμ（）δ（）であり，先進国で生産を行っている企業の数は（）
であるから全体として（）μ（）δ（）だけの労働が現地生産の立ち上げの
ために雇用されていることになる。一方で多国籍企業によって生産されてい
る労働は（）（）で与えられることから途上国の労働市場均衡は以下のよ
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うに与えられることになる１４。

Ⅲ　定常状態
本節では，モデルの定常状態について分析する。定常状態とはモデルにお
ける変数の成長率がゼロも含めて一定である状態として定義される。我々は
特に先進国における財の生産と多国籍企業における途上国での財の生産が並
存するような定常状態を分析する。このときすべてのカテゴリーにおける消
費財の成長率は同じでなければならない。すなわち以下の関係が成立している。

他方で，μ（）は先進国の企業が現地法人の立ち上げに成功する確率なので，
以下の関係が成り立つ。

式は定常状態においてμ（）が一定でなければならないことを意味している。
式および式より消費財の総数に対する先進国生産のシェアおよび多国籍
企業のシェアは，それぞれ以下のように表される。

１４　本論文では途上国内で生産される財は多国籍企業によるもののみとなる。これは多
国籍企業がベルトラン競争により模倣を行おうとする現地企業を市場から排除できる
ためである。
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－３１５－
一方で式および式を式に代入して，先進国で生産される財の生産量
（）が以下のように求められる。

同様にして，多国籍企業によって途上国で生産されている財の生産量（）は
以下のように求められる。

式より定常状態において各国の支出の成長率は一定となる。このことは名
目利子率が定常状態において定数となることを意味している。特に式に
および式を代入すると以下の関係が得られる。

式を得るために，式より得られる
・
（）（）
・
（）（）－という関係を
用いている。一方で式におよび式を代入して以下の関係が得られる。

式を式に代入することによって以下の関係が得られる。

同様に式を式に代入することにより

ここで定常状態において相対賃金が一定となること，すなわち
・
（）（）０で
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あることを先に用いればおよびより均衡相対賃金が以下の関係を満たさ
なければならないことがわかる。

これより，均衡相対賃金はやμの水準とは無関係に決定されることがわかる。
一方で式の形状からの水準を具体的に求めることはできないが，後にが
途上国の知的財産保護水準に依存し，かつがの減少関数であることは容
易に確認できる。ここでは均衡相対賃金がの関数であることを（）とい
う形で表現しておくことにしよう。さらに式（もしくは式）および式よ
り世界全体の支出水準（）もまた一定であることがわかる。式よりこのこ
とはρを意味している。これらの結果を用いて式および式は以下のよ
うに書き表すことができる。


これより先進国内で生産される財の生産量が以下のように求まる。

同様にして多国籍企業によって生産される財の生産量は以下のように与えられる。

式を式に代入することによって以下の関係が得られる。

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－３１７－
式に，，および式を代入することによって，先進国の資源制約が以
下のように書き表される。

同様にして式に，および式を代入することによって，途上国の資源制
約が以下のように書き表される。

式および式の両方を満たすおよびμによってこのモデルの定常状態均
衡が完全に特定される。以下ではをイノベーション率，μを率と呼び分
析を進めることにしよう。
次に式および式を満たすイノベーション率および率μがどのよ
うに決定されるかを考察しよう。式の左辺，すなわち先進国の労働需要を
（μ，）としよう。（μ，）をで微分することにより，以下の関係が得られる。

式は明らかに正である。言い換えればイノベーション率の増加は先進国の
労働需要を増加させることがわかる。一方で，（μ，）をμで微分すると以
下の関係が得られる。

式は明らかに負である。したがって先進国の資源制約を表すμとの組み合
わせは（μ）平面において右上がりの曲線になることがわかる（図１におい
て，先進国の資源制約はで表されている）１５。
一方で途上国の労働需要を（μ，）としよう。（μ，）をおよびμで微分
することにより，以下のような結果が得られる。
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

式についてはμ＞ρであるならば，正である。通常数値計算等で用いられ
るρの値は十分に小さいものであり，μ＞ρであるものと仮定して議論を進
めても問題なく，式は正である。一方で式については正である。したがっ
て途上国の資源制約を表すμとの組み合わせは（μ，）平面において右下が
りの曲線になることがわかる（図１において，途上国の資源制約はで表さ
れている）。この２つの曲線の交点として定常状態均衡におけるとμが求め
られることになる。
１５　図１におけるはが行われないときのイノベーション率であり，式においてμ
０とおくことにより，容易に（１－α）－αρであることを確認することがで
きる。ちなみには閉鎖経済の場合におけるイノベーション率であることから，この２
国モデルではその定常状態でのイノベーション率が閉鎖経済のケースよりも高いこと
が確認される。詳しくは	
（１９９１）を参照せよ。
図１　定常状態におけるとμの決定
定常状態におけるイノベーション率と率は先進国の資源制約を表す曲線と途上国
の資源制約を表すの交点として得られる。
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－３１９－
Ⅳ　途上国における知的財産保護の強化
本節においては，途上国における知的財産保護の強化が定常状態均衡にど
のような影響を与えるのかを分析する。まずは知的財産保護の強化が相対賃
金に与える効果を考察しよう。式を変形することによって以下の関係が得
られる。

式は１より大きいことが明らかである。このことを利用すると相対賃金に
関して以下のような関係が成り立つことがわかる。

ここで（）について調べてみることにしよう。まず（１）１であることが
容易に確かめられる。また任意の∈［０，１］について（１＋β）（１＋β）＞であ
ることを用いれば，すべての∈［０，１］について（）０であることも確認で
きる。これら２つのことから，すべての∈［０，１］について（）１となり，
したがって式より（）＞１であることが確認される。つまり先に仮定した
ように先進国の賃金率は途上国のそれを上回ることになる。相対賃金は式
を満たすように決定されるため陰関数定理を用いて，の増加に対して相対賃
金がどのように変化するか具体的に調べることができる。具体的には途上国
の知的財産保護に対する相対賃金の変化は以下のように求められる。

まず式より必ず分母は負となる。また（１＋β）（１＋β）＞であることか
ら分子は正となる。したがって式は負であることが確認できる（図２を参照
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せよ）。すなわち途上国における知的財産保護政策の強化は両国における賃金
格差を縮小させる効果を持つ。
直感的には途上国の知的財産保護制度が強化されれば，多国籍企業は自社
製品により高い価格をつけることが可能になる。このことを多国籍企業の企
業価値を押し上げることに繋がり，もし相対賃金が一定であるならば先進国
内で生産を行う企業を保有することによる収益と，多国籍企業として操業を
行う企業の収益に差が発生することになる。均衡において両者の収益は等し
くなければならないため，結果として途上国の生産費用である賃金率は上昇
することになり，相対賃金は縮小することになるのである。
次に上記のような途上国の知的財産保護の強化が定常状態におけるイノ
ベーション率や率にどのような影響を与えるかを調べる。式で与えら
れる先進国の資源制約はを含んでいないために，途上国の知的財産保護政策
の変化は先進国の労働需要に対して全く影響を与えない。一方で途上国の資
源制約には影響を与えることになる。途上国における労働需要を改めて
（μ，，）と定義しよう。（μ，，）をで微分すると以下の式が得られる。
図２　途上国の知的財産保護水準と相対賃金の関係
定常状態において，二国間の相対賃金は途上国の知的財産保護水準の減少関数となる。
また先進国の賃金は途上国の賃金を上回る。
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
式が負であることから，式もまた負であることがわかる。すなわちや
μを一定とすると，途上国の労働需要は知的財産保護水準が強化されれば小
さくなることがわかる。これは途上国における知的財産保護の強化が２つの
意味で製品価格を引き上げる効果を持つことに由来する。途上国の知的財産
保護が強化されればまず模倣を行うことによる司法コストが上昇し，多国籍
企業の課す価格が引き上げられることになる。また途上国の賃金自体も上昇
し，製品価格を引き上げる要因となる。結果として消費財の需要が減少し生
産に用いられる労働量を減少することになる。このことが労働需要の低下を
もたらしている。
この結果，途上国の知的財産保護政策が強化されれば途上国の資源制約を
表す曲線が右上方にシフトすることになる。（図３を参照せよ）。したがって
定常状態におけるイノベーション率と率はともに上昇することになる。
すなわちこの帰結は基本的に（１９９８）や，（２００５）などとも整合
図３　途上国における知的財産保護強化が定常状態均衡に与える効果
途上国における知的財産保護の強化は途上国の資源制約を表す曲線を右上方にシフ
トさせる。すなわち途上国の保護強化は途上国に対するを活発化させるだけでなく先
進国における研究開発を活発化させる。
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的である。途上国政府による知的財産保護の強化によって製品価格は上昇す
る一方で，多国籍企業により財の生産は縮小する。これにより途上国の労働
がより多くを成功させるためのトレーニングに用いられることになる。
この結果は促進されることになるが，このことは先進国部門における財
の生産を縮小させることにも繋がる。このことは途上国のケースと同様によ
り多くの労働が先進国内で研究開発に用いられることを意味する。したがっ
て最終的には先進国における研究開発も刺激されることになるのである。
Ⅴ　おわりに
本論文においては，（１９９８）や		
（２００５）の分析を拡張し，途
上国における知的財産保護の強化が先進国のイノベーションや途上国への
に対してどのような影響を与えるのかを分析した。その際に
	（１９９１），（１９９３），（１９９８）および，（２００５）
などとは異なり，先進国企業が途上国へのを成功させるためには，先進
国の技術を移転するために，現地のマネージャーや労働者を雇用しトレーニ
ングする必要があるものと仮定した。また途上国の知的財産保護を定式化す
る際に，潜在的な模倣者は違法な模倣行為を行うためには技術的な限界費用
だけではなく，司法的な費用も支払う必要があるものと仮定した。結果とし
て途上国による知的財産保護の強化は，模倣を行うコストを増大させ，多国
籍企業がより高い価格を設定することを可能にする。
結果としてモデルの定常状態において途上国政府による知的財産保護の強
化は２国間における賃金格差を縮小することが明らかとなった。また定常状
態では途上国政府の知的財産保護強化は途上国へのを促進するだけでは
なく，先進国企業における研究開発を促進することも示された。このことは
たとえに伴う費用が無視できない大きさであったとしても，技術移転に
移転先の労働が重要な役割を果たすならば，途上国による知的財産保護の強
化はイノベーションの活発化を通じて途上国自身にも大きな利益をもたらし
得るということを示している。
本研究には解決されなければならない問題点がいくつか存在する。第一に
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本研究においてはモデルの定常状態しか扱っておらず，その移行動学につい
て全く解明されてはいない。このタイプのモデル分析においては移行動学の
分析がなされることはあまりないがモデルの安定性自体が確保されなければ，
第４節で取り扱った比較静学的な分析な無意味になってしまう恐れがある。
したがって移行動学の分析は決して無視できるものではないと考えられる。
また本研究では経済厚生に関して取り扱っていない。しかし知的財産保護を
めぐる先進国と途上国の対立を分析し，処方箋を提示するためには両国の経
済厚生に関する分析は欠かすことができないものと考えられる。
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